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研究成果の概要：本研究は、「学校の自律性」確立の意味を学校内部の組織機能という側面か

ら捉え、そうした組織機能の中でも鍵を握ると考えられる「自己評価」機能に焦点を当て

、各学校において、自らの教育活動をふり返り、改善課題を明確化するという「自己評価

」機能を促進させるために有効な組織的要因を解明することを目的とした。具体的には、

継続的に教育活動の改善を行っているとみられる小学校で一定期間にわたる観察調査お

よびインタビュー調査を実施し、「学校の共有ビジョン」の形成を重視しそれを意図した

教職員間のコミュニケーションの展開を貫く校内研修の展開のもとで、校長の学校経営ビ

ジョンおよびそれに基づく経営実践と個々の教師によってなされる教育実践との連結が

実現されていたことを明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 
 近年、各学校による自己評価の定期的な

実施とその結果の公表が行政施策として進

められてきたのと呼応して、学校の自己点

検・自己評価や学校評価システムに関する

研究的論議は活発化している。だが、外生



的な改革の普及においては、形式的な実施

率の上昇が学校の教育活動の質的改善に資

するかたちでの定着を意味するとは限らな

い。学校の自己評価の実施について考える

と、「評価票」による評価の実施と結果公表

いう形態が普及したとしても、「自己評価」

の本来的目的である「教育活動の改善」の

ための組織的行為の一環として位置づいて

いなければ、多くの教職員にとって負担感

増幅の要因としてのみ受けとめられる可能

性がある。よって、学校組織に適合的な「自

己評価」のあり方の追究が必要である。 
学校組織がもともと典型的な官僚制型の

組織とは異なる性質を持つという見方は定

着している。たとえば、組織構成要素どう

しの結びつき方が浅く、組織目標の共有性

や目標達成の手段も不明瞭だという性質は、

つとに議論されてきた。こうした認識に立

つならば、組織構成員個人にとっての組織

目標の所与性と、その実現手段の明瞭性を

前提としてなされる評価手段には限界があ

る。また、学校規模をはじめとした諸条件

の違いを考慮すると、評価票ツールを用い

た評価と集計をすべての学校で同じように

行うことには、多くの無理がある。 
他方、学校でこれまでなされてきた組織

的活動の中には、「自己評価」機能を果たす

要因が多く存在していると考えられる。そ

こには、授業や学級・ホームルーム経営に

対する個人レベルのふり返りや、学年・教

科部レベルで行われる教育計画やカリキュ

ラムについての反省行為などが含まれる。

それらは、学年・教科経営や校内研修の運

営、さらには親・地域の実情や教育参加状

況とも密接につながっていよう。「評価票」

を用いた自己評価も、それらの組織的諸要

因を踏まえて学校独自のスタイルで実施す

れば、所期の改善機能へとつながりやすい

と考えられる。 
このように、学校における「自己評価」

を実質化するためには、学校組織の特性と

個別学校の実情を十分に考慮した上で、「自

己評価」の機能を促しうる諸要因を整備す

ることが必要である。本研究はそのような

問題意識をもって、学校組織の特性を捉え

た組織理論を基盤として、学校ですでに行

われている組織活動の中から「自己評価」

機能を促進する要因を見いだし、それらを

構造化して捉えようとするところに、学術

的意義と特色をもつと考える。また、その

成果は、各学校レベルにおける「自己評価」

機能の強化すなわち教育活動の改善に向け

た組織体制づくりに大きく寄与しうると考

える。 
 
２．研究の目的 
本研究は、各学校において、自らの教育活

動をふり返り、改善課題を明確化するという

「自己評価」機能を促進させるために有効な

組織的要因を解明することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)組織の自律性や自己評価機能に関連する
最新の組織理論についてレビューし、学校組

織の分析基盤とする。 
(2)ある公立小学校において継続的な観察・イ
ンタビュー調査を実施して「自己評価」機能

を促している組織的要因について分析する。

とくに、校内研究の展開過程とそれをめぐる

校長と教職員との相互作用過程に注目して、

その意味に焦点づけて考察を行う。 
 
４．研究成果 

2003年度～2006年度の 4年間に校内研究
が定着して学校改善が進んだ公立小学校を

事例として継続的な観察・インタビュー調査

を実施した結果、次のことが明らかになった。 
第一に、ワークショップと全員公開授業を

組み合わせた新しい校内研究システムを導

入することによって個々の教師が自身の実

践を振り返るとともに他の教師の実践を共

有しあい、振り返りの共同化が行われるよう

になったこと。それは、もともと協力的な雰

囲気のあった教職員どうしの関係に、子ども

の実態や互いの教育実践の事実を出し合い、

そのあり方について考え合う関係を築くこ

とを促進していった。 
 第二に、ワークショップ型研修の機会を通

じて、校長が自らの学校ビジョンを教師集団

に投げかけることをきっかけにして、教師集

団が学校のビジョンをめぐって率直な討議

を続けることが可能になり、学校の共有ビジ



ョンが形成されていったこと。職員会議での

議論が管理職と教職員の関係を対立的なそ

れにしてしまいがちであるのに対して、ワー

クショップという形態の校内研究場面では、

管理職も個々の教師も教育実践についての

実感や課題意識を率直にぶつけ合うことが

可能になる。それによって共有ビジョンの形

成が可能になり、日常的な校内研究の継続を

通じて自己評価機能が促進されることにな

った。 
この小学校の場合、「学校の共有ビジョン」

の形成を重視しそれを意図した教職員間の

コミュニケーションの展開が学校経営の

様々な場面で貫かれていたということによ

って、校長の学校経営ビジョンおよびそれに

基づく経営実践と個々の教師によってなさ

れる教育実践とが連結されていた。その連結

は、独自の校内研究システムと校長のビジョ

ン提示のプロセスが図のように構造化され

ていたものと捉えることができた。 
2 学期制の実施という、一見「装置」の変

更として処理されがちな事項をめぐっても、

さまざまな機会を通じて「教育論」が交わさ

れている。2 学期制をどうするかという問題

は、個々の教師にとって、自分の教育実践を

どうすべきかという問題に直結する重要な

事項を含んでいる。学校における子どもの学

びをどうすべきか、子どもの成長を自分たち

はどのようなスパンで捉えなければならな

いか、という、すぐれて教育実践的な課題に

連関しているからである。職員会議を中心的

な場として展開されていたその議論は、その

「場」ゆえに「教育論」ではない様相をもち

えた。A小学校ではそうした制度実施が、い

ったい自校の教育実践つまり個々の教師の

教育実践のあり方においてどのような意

義・課題をもつのか、それはなぜか、という

議論を積み上げることができた。校内研究の

場での意見交流を交えることで、じつは、学

校としての教育にかかわる「共有ビジョン」

の形成過程が生まれ、そこに教育理念、重点

目標、そのための取り組みのそれぞれが連結

して、教師個人の認識の中に位置づけられた。 

A小学校の校内研究は、そうしたコミュニ

ケーションの一環に位置づけられて「共有ビ

ジョン」形成に連結されていたからこそ、改

善に向かう創発的なはたらきをもちえたの

だといえよう。 
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